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研究成果の概要： 
本研究の成果は以下のとおりである。（1）利益と純資産における保守主義の関連性を検証した

ことで保守主義の位置づけを明らかにした。そして、次の 2 つを明らかにすることで、企業会

計における保守主義の経済的機能を解明した。すなわち、（2）市場環境の変化に伴って保守主

義に対する需要も変化するという関係を実証的に示し、（3）監査法人の規模の違いによって、

監査人の保守的行動に相違があることを明らかにしたのである。 
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                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 1,280,000 0 1,280,000 

２００８年度 1,340,000 402,000 1,742,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,620,000 402,000 3,022,000 

 
 
研究分野：会計 
科研費の分科・細目：財務会計・監査 
キーワード：財務会計・監査・実証研究・保守主義・ 
 
１．研究開始当初の背景 
 Basu（1997）による定量化モデルの構築を
嚆矢として、2000 年頃から、「企業会計にお
ける保守主義」が会計学会において重要な研
究テーマとして捉えられるようになってい
た。そして、定量化モデルの精緻化が進めら
れ、Watts（2003）を皮切りに、保守主義の
経済的機能に関する実証分析が進められて
いたのである。そして、国際的に見ても最大
規模であり、会計学会に対して最も影響力の

あるアメリカ会計学会の年次大会では、2000
年代中ごろから「保守主義」が 1つの研究カ
テゴリーとして設けられるまでになった。し
かし、日本の会計学会における保守主義研究
は、2000 年代後半になっても依然として脚光
を浴びていないという状況であった。研究代
表者が保守主義を博士論文のテーマとして
設定し、それを完成させた時点（2007 年 3 月）
でも、日本の企業会計における保守主義の機
能を分析した研究は乏しく、複数の論点を網



羅するような総合的研究は皆無であった。そ
のような状況に鑑み、研究代表者は日本にお
ける財務会計分野の実証研究への貢献を目
的として、当該研究課題に取り組んだのであ
る。 
 
 
 
 
２．研究の目的 
 申請時における当初の研究目的は、企業会
計における保守主義の位置づけと、その機能
を明確にすることである。具体的には、次の
研究課題に取り組むことを計画していた。す
なわち、（1）保守主義の指標間における関連
性分析、（2）企業会計における保守主義の機
能に関する分析、（3）企業会計における保守
主義と監査に関する分析である。 
 
 
 
 
３．研究の方法 
 企業会計における保守主義は、「予想の損
失は計上しなければならないが、予想の利益
を計上してはならない」として定義される。
このように、保守主義は概念的なものである
ため、それが実務に浸透した重要な会計慣行
であると理解されていたにも関わらず、実証
的に分析されることはなかった。しかし、
Basu（1997）による定量化モデルの考案がそ
の流れを変えた。本研究では、Basu（1997）
による保守主義の定量化モデル（Basu モデ
ル）を中心に、その他の先行研究で考案され
たモデルも利用しながら、保守主義の実証研
究に取り組んだ。個別の研究課題に関する研
究方法は以下のとおりである。 
 
 
 
（1）保守主義の指標間における関連性の分
析では、Basu モデルを利用して定量化される
指標（利益に関する保守主義）と、先行研究
で考案された他の保守主義の指標（純資産に
関する保守主義）の関係を検証した。定量化
において前提となる仮定や利益と純資産の
理論的関係を考慮しながら、指標間で想定で
きる関係が実証的に確認できるか否かが主
な検証対象である。 
 
 
 
（2）企業会計における保守主義の機能に関
する分析では、日本の企業環境における構造
変化と保守主義の関係を検証した。1980 年代
後半のバブル期、そしてその後のバブル崩壊
という流れに加え、日本企業における銀行の

役割（メイン・バンク）や企業間の株式持ち
合い関係（系列）の変化といった長期的な日
本市場の環境変化に焦点をおいて分析を行
ったのである。異なる市場環境では、求めら
れる保守主義の程度は異なる。上記のような
ダイナミックな市場環境の変化が、各時点に
おける保守主義の程度とどのような関係に
あるかを検証したのである。 
 
 
 
（3）企業会計における保守主義と監査に関
する分析では、監査人の保守的行動に着目し
た。保守主義の経済的機能の 1つに、訴訟リ
スクの低減効果がある（Watts, 2003）。企業
が訴訟リスクにさらされた場合、経営者のみ
ならず、監査人も将来における訴訟の対象と
なる可能性がある。そのため、訴訟リスクを
低減したければ、監査人は「保守的行動」を
とることが予想される。会計数値に関する保
守主義を定量化する財務会計分野の保守主
義研究とは異なり、監査分野では監査人の
「保守的行動」が分析対象となる。そこで、
本研究でも監査人による継続企業の前提に
関する追記の開示、あるいは保守的会計選択
に関する選好といった監査人の行動に着目
して分析を行った。 
 
 
なお、上記のうち、財務会計に関連する保守
主義研究については、当該分野の先駆者であ
る MIT Sloan School の Ross Watts 教授から
指導を受けた。 
 
 
 
 
４．研究成果 
研究目的として上記に提示した 4つの研究課
題について、以下にその成果を要約する。 
 
 
 
（1）保守主義の指標間における関連性分析
では、日本企業について、期首の純資産に関
する保守主義と利益に関する保守主義には
負の関係があり、期首と期末の純資産におけ
る保守主義の変動幅と利益に関する保守主
義には正の関係があることを明らかにした。
この結果により、日本企業における保守主義
の実務については、すでに同様の結果をえて
いるアメリカ企業との共通性を確認したの
である。さらに、期首と期末における純資産
の保守主義を、その変動幅に注目して分析し
たという点で先行研究から発展しており、こ
れはより短期の測定期間で、利益と純資産に
おける保守主義の因果関係を測定するため



の契機となる視点である。本研究成果の一部
は後掲の発表論文①（高田,2008a）として公
表済みである。さらに、以下に示す（2）の
②と合わせ、当該研究成果のワーキング・ペ
ーパーを英文で作成中である（海外の査読付
雑誌に投稿予定）。 
 
 
 
（2）企業会計における保守主義の機能に関
する分析では、次の発見があった。なお、①
の研究は、首藤昭信氏（神戸大学・経済経営
研究所・准教授）との共同研究として査読付
海外雑誌に投稿中であり、②の研究は須田一
幸氏（早稲田大学・大学院ファイナンス研究
科・教授）との共同研究としてワーキング・
ペーパーを作成中である。 
 
 
①財務会計における保守主義は経営者が努
力に対するインセンティブを失っている状
況においてガバナンスの役割を果たし、反対
に、経営者が努力に対するインセンティブを
有している状況では保守主義の適用が弱め
られることを明らかにした。これは、保守主
義に経営者に対する企業内外からのガバナ
ンス効果があるという Watts（2003）の仮説
と整合している。 
 
 
②株式の持合が一般的な状況では企業会計
に保守主義が適用される程度が低いのに対
して、持合が解消され、機関投資家や外国人
株主の割合が増えた近年の状況では、より保
守主義が適用されることも発見した。また、
近年において保守主義の適用が強くなった
のは、保守主義に訴訟リスクの低減効果があ
ることを示した欧米企業に関する先行研究
の結果とも整合している。それは、日本にお
いて経営者等に対する訴訟件数が近年増加
していることから、訴訟リスクの低減効果を
意識した経営者がより高い程度の保守主義
を適用していると考えられるためである。 
 
 
 
（3）企業会計における保守主義と監査に関
する分析では、次の発見があった。なお、①
と ③ の 研 究 は 後 掲 の 発 表 論 文 ② （ 高
田,2008b）および③（柴・高田,2009）とし
て公表済みであり、②の研究は第 31 回ヨー
ロッパ会計学会で発表（後掲の学会発表③
（Takada, 2008））後、追加検証を加えて第
32 回ヨーロッパ会計学会（2009 年 5月開催）
で発表し、海外査読付雑誌への投稿準備中で
ある。 
 

 
①日本企業の監査人は平均的に、企業の継続
性に重要な疑義が存在することが明白とな
った時点で継続企業の前提に関する追記（Ｇ
Ｃ）を適正に開示していることを明らかにし
た。監査人の保守性という観点からは、訴訟
リスクを低減させるために、企業の継続性に
関する疑義の重要性が乏しくてもＧＣを開
示する可能性がある。しかし、日本の監査人
は訴訟リスクの低減を意識した保守的な判
断にもとづいてＧＣの開示を行っているの
ではないという証拠がえられたのである。た
だし、平均的にはＧＣの開示時点は適正であ
るが、場合によってはその開示時点が遅れる
場合もあることが明らかとなった。これは、
クライアント喪失による監査報酬の減少な
どを意識した監査人の保身的行動と解釈す
ることができる。      
 
 
②中小規模監査法人に比べて、訴訟リスクが
高く名声失墜に伴う損失が大きいことを理
由に、大手監査法人ほど保守的な行動をとる
と考えられる。分析により、大手監査法人は
GC を開示する状況に陥っていない企業に対
しては、保守的な会計選択を行わせる（利益
を控えめに計上させる）ことを明らかにした
一方、GC 開示企業に対しては、財務困窮性の
程度が比較的低い状態にある場合でも、継続
企業の前提に関する注記を開示させること
が分かった。これらの結果から、大手監査法
人はクライアントの置かれた状況に応じて、
自分の立場を守るために最も効果的な保守
的行動をとることがわかる。なお、②の研究
は大手監査法人の保守的行動を分析対象に
しているという点で監査人全体としての保
守的行動の存在を支持しなかった①の分析
内容と異なる。そのため、①と②の結果は相
反するものではないと考えられる。   
 
 
③実証分析の他にも、インタビュー調査によ
って監査人の心理的葛藤をテーマとした分
析を行った。それによって、カネボウによる
粉飾事件やその後の中央青山監査法人の崩
壊後、監査人はクライアントの喪失リスクよ
りも、訴訟リスクや自己の評判の低下、ある
いは監督官庁からの処分に関するリスクを
より強く意識していることが明らかとなっ
た。    
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